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(57)【要約】
【課題】　簡単に、しかも自己センタリングしつつ組み
立てられ、性能の向上を図れるコア鋼板を用いたトラン
ス用コアを提供することを課題とする。
【解決手段】　透磁性材料で作られた平坦な板面を有す
るコア鋼板を複数積層し、各コア鋼板が少なくとも一つ
の開口を形成するように第一そして第二副鋼板部材を有
しているトランス用コアにおいて、各コア鋼板の副鋼板
部材２７，２８；２７ａ，２８ａが、開口の両側にてコ
ア鋼板の中心線Ｃに対して傾斜せる第一そして第二接合
縁同士で接合されている。
【選択図】　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透磁性材料で作られた平坦な板面を有するコア鋼板を複数積層し、各コア鋼板が少なく
とも一つの開口を形成するように第一そして第二副鋼板部材を有しているトランス用コア
において、
　各コア鋼板の副鋼板部材が、開口の両側にてコア鋼板の中心線に対して傾斜せる第一そ
して第二接合縁同士で接合されていることを特徴とするトランス用コア。
【請求項２】
　開口の両側における接合縁は、第一そして第二副鋼板部材を接合したときに中心線に対
して自己センタリングされるように形成されていることとする請求項１に記載のトランス
用コア。
【請求項３】
　少なくとも第一副鋼板部材がＵ字状をなし、端部で接合縁を形成する二つの脚部を有し
、該接合縁が脚部の延出方向に対し傾斜していることとする請求項１又は請求項２に記載
のトランス用コア。
【請求項４】
　接合縁は中心線に対し３０°と６０°の間の角度をなしていることとする請求項１に記
載のトランス用コア。
【請求項５】
　接合縁は中心線に対し約４５°の角度をなしていることとする請求項３に記載のトラン
ス用コア。
【請求項６】
　第一副鋼板部材がＩ型で第二副鋼板部材がＥ型をなしていてコア鋼板が二つの開口を形
成していることとする請求項１に記載のトランス用コア。
【請求項７】
　積層時に、隣接して板面で接面するコア鋼板の補完せる接合縁が異なる面上にあること
とする請求項１に記載のトランス用コア。
【請求項８】
　コリオリ管を有するコリオリ型流量計の該コリオリ管がトランス用コアの少なくとも一
つの開口を貫通していることとする請求項１ないし請求項７のうちの一つに記載のトラン
ス用コア。
【請求項９】
　請求項１ないし請求項７のうちの一つに記載のトランス用コアの少なくとも一つの開口
をコリオリ管が貫通し、各コアの一部に一次巻線が巻回されていてこの巻線が励起された
ときに、コリオリ管に電流が誘導されるようになっていることを特徴とするコリオリ管を
有するコリオリ型流量計。
【請求項１０】
　開口の一方の側縁を境界づけているすべての副鋼板部材が第一コア半体を形成するよう
に積層され、上記開口の他方の側縁を境界づけているすべての副鋼板部材が第二コア半体
を形成するように積層されていることとする請求項１に記載のトランス用コア。
【請求項１１】
　第一そして第二コア半体が互いに結合されていることとする請求項１０に記載のトラン
ス用コア。
【請求項１２】
　複数のコア鋼板が同一形状をなし、積層時に隣接して板面で接面するコア鋼板同士が相
対的に１８０°回転して位置していることとする請求項１に記載のトランス用コア。
【請求項１３】
　各副鋼板部材が同一形状をなしていることとする請求項１に記載のトランス用コア。
【請求項１４】
　第一そして第二接合縁が平行であることとする請求項１に記載のトランス用コア。
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【請求項１５】
　第一そして第二副鋼板部材がＬ型をなしていることとする請求項１に記載のトランス用
コア。
【請求項１６】
　積層されたときに隣接して板面で接面するコア鋼板同士は、これらの板面に直角な軸線
まわりに互いに９０°回転した位置関係にあることとする請求項１５に記載のトランス用
コア。
【請求項１７】
　少なくとも一つのコア鋼板を形成する副鋼板部材の接合縁の延長線が該コア鋼板の中心
線と交差することとする請求項１に記載のトランス用コア。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透磁性材料で作られた平坦な板面を有するコア鋼板（積層される鋼板）を複
数積層し、各コア鋼板が少なくとも一つの開口を形成するように第一そして第二副鋼板部
材から成るトランス用コアに関する。
【背景技術】
【０００２】
　軟磁性材料（あるいは透磁性材料）のコア鋼板を積層してトランス用コアを作ることは
、トランスを製造する上で通常の技術である。トランス用コア内での漂遊磁界を最小とす
ること、あるいは磁力線が平行に流れて渦電流が最小となるようにすることを、目標とさ
れている。
【０００３】
　トランスの現状の製造方法では、Ｕ型そしてＩ型の鋼板部材を互い違いに積層している
。Ｕ型の鋼板部材は、組立工程において、上記Ｕ型の一方の脚部そして他方の脚部から電
気コイルに挿入される。
【特許文献１】発見できず
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　この現状の製造方法において、大きな欠点は、製造誤差に起因してＵ型そしてＩ型の鋼
板部材の接合縁同士が決して完璧には接合しないために、両鋼板部材の接合縁に空隙が生
じてしまうことである。このような位置関係では、結果として、一方の脚部での接合縁を
良く接触させると、製造誤差のために他方の接合縁では隙間が生じてしまうことがある。
すなわち、接合縁は、半分だけ有効に機能する。接合縁はトランス用コア全体を通る磁束
の飽和を決定する。
【０００５】
　Ｕ型とＩ型の鋼板部材を同様に積層する他の従来技術は、接合縁を研磨して平坦な面に
仕上げ、接合手段を用いて互いに最終接合させる方法である。これは、労力を要し、した
がって費用も嵩む。
【０００６】
　本発明の目的とするところは、このような問題を一つでも解決しようとすることである
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　このような目的は、本発明によると、各コア鋼板の副鋼板部材が、開口の両側にてコア
鋼板の中心線に対して傾斜せる第一そして第二接合縁同士で接合されていることを特徴と
するトランス用コアによって達成される。
【０００８】
　本発明の形態では、積層されるコア鋼板が二つに分割されて、斜接合縁をもつ二つの副
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鋼板部材で形成され、このコア鋼板が互い違いに積層される。二つの副鋼板部材は斜接合
縁で補完し合う形でなくてはならなく、すなわち、互いに適合する。これらは、同一形状
でも異なる形状でも実現できる。
【０００９】
　この斜接合縁の第一の利点は、長い接合縁を得られることである。図２（Ｂ）は直角な
方向の接合縁で分割される場合をＢ－Ｂ線で示し、斜接合縁で分割されていることをＣ－
Ｃ線で示している。後者の場合、磁束が通るのに有効な接合縁の長さは中心線に対して直
角方向に延びる従来の接合縁の長さに比し、斜接合縁の角度が４５°のとき、√２倍であ
る。
【００１０】
　斜接合縁の第二の利点は、自己センタリング性である。本発明の一形態では、開口の両
側における斜接合縁は、第一そして第二副鋼板部材を接合したときに中心線に対して自己
センタリングされるように形成されていることを特徴とする。斜接合縁での分割は、二つ
のコア半体を接合するときに自己センタリングを可能とする。
【００１１】
　斜接合縁での分割の第三の利点は、組立てそして分解を容易とすることである。トラン
ス用コアの二つのコア半体のそれぞれは、互い違いに積層された副鋼板部材が（例えばレ
ーザ溶接により）パックとして保持されていて、櫛歯状に配置された斜接合縁を利用して
嵌合してクランプ接合されたりあるいはその状態から引き離されたりできる。これは、例
えば、コリオリ管がトランス用コアの開口を貫通して組み込まれるコリオリ型流量計にお
けるトランス用コアの組立時に、損傷しやすいコリオリ管がそのハウジングに収められた
後まで上部のコア半体が組まれる必要がないので、好都合である。しかる後、二つのコア
半体がクランプ接合されて、それ以上の結合手段なしでも、一体をなすようなる。
【００１２】
 本発明の一形態では、少なくとも第一副鋼板部材がＵ字状をなし、端部で接合縁を形成
する二つの脚部を有し、該接合縁が脚部の延出方向に対し傾斜している。
【００１３】
　好ましくは、接合縁は中心線に対し３０°と６０°の間の角度、さらに好ましくは、４
０°の角度をなしている。
【００１４】
　これは、一般的形態として好ましく、脚部が延びる方向に対して直角をなして最短の接
合縁長の従来のものよりも大きい接合縁長をもつように分割する（直線もしくは曲線の斜
接合縁をもつ二つの副鋼板部材が用いられる。もっと複雑な形であっても、打ち抜き加工
あるいはレーザ切断加工により得ることができる。
【００１５】
　斜接合縁でのコア鋼板の分割は、Ｅ型そしてＩ型副鋼板部材（図６参照）で成るコア鋼
板積層で、電流あるいは電圧変換のために、二つのループコアをなすように二つの開口を
有するトランス用コアにも適用可能である。
【００１６】
　本発明で効果を確保するためには、コア鋼板を形成する二つの副鋼板部材の接合縁が脚
部の延出方向（接合方向）に対して直角な方向に延びていないことが重要である。こうす
る際に、積層時に互いに隣接して板面で接面する副鋼板部材の接合縁同士が異なる線をな
していることである。接合縁同士はコア鋼板の板面上で交差していることも交差していな
いこともあり、あるいは例えば平行であったりする。交差するようにした場合、コア半体
同士を接合してクランプする際の接合方向でのクランプ長が短くてすむという利点があり
、これは、接合時の互いの嵌挿を容易とし、あるいは取外しも容易とする。非交差の場合
は、トランス用コアの大きさそして組立条件に応じて、接合方向でのクランプ長が長くす
ることができ、クランプの信頼性が高まる。
【００１７】
　好ましい適用例：
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　＜適用例＞　コリオリ管に誘導電流を流すコリオリ管のローレンツ励起が挙げられる。
【００１８】
　＜設計＞　コリオリ管が貫通する開口（図５参照）をもった矩形トランス用コアに一次
巻線を巻回する。
【００１９】
　＜作動＞　一次巻線の電流がトランス用コアに磁界を生じ、トランスの二次巻線に相当
するコリオリ管のまわりのトランス用コアが誘導電流を該コリオリ管にもたらす。この磁
界中での誘導電流がローレンツ力を生ずる。
【００２０】
　＜目的＞　トランス用コアの大きさを最小化しつつ磁界を最大とし、すなわち、コア材
料の磁界強度（磁束）を飽和させる。この材料は、通常、例えば、トラフォパーム（ＶＡ
Ｃ社の登録商標）のように、高飽和磁束をもった特殊な軟鉄である。
【００２１】
　したがって、本発明は　トランス用コアの少なくとも一つの開口をコリオリ管が貫通し
、各コアの一部に一次巻線が巻回されていてこの巻線が励起されたときに、コリオリ管に
電流が誘導されるようになっていることを特徴とするコリオリ管を有するコリオリ型流量
計にも関している。
【発明の効果】
【００２２】
　このように、本発明では、コア鋼板を形成する一対の副鋼板部材は互いに斜接合縁で接
合されるので、従来のコア鋼板とくらべて、長い接合縁が得られてその性能が向上すると
共に、斜接合縁で自己センタリング性を得るので、組立てが容易になる。さらには、コア
鋼板が積層されて形成するコア半体同士は斜接合縁の部分で互いに噛み合うようにクラン
プ接合されるので、互いの保持力も高くなる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、添付図面にもとづき、本発明の実施形態を説明する。
【００２４】
　図１（Ａ），（Ｂ），（Ｃ）は、Ｕ字状の副鋼板部材ＵとＩ字状の副鋼板部材Ｉを接合
して得られるコア鋼板２２，２３を積層して形成される従来トランス用コア２１の構成を
示しており、両副鋼板部材は開口２４を閉じるようにして接合縁同士で接合されており、
該接合縁は接合方向（図にて上下方向）に対して直角方向に延びている。この接合方向は
副鋼板部材Ｕの脚部の延出方向でもある。
【００２５】
　図２（Ａ），（Ｂ），（Ｃ）は本発明によるトランス用コアの構成を示している。
【００２６】
　図２（Ａ）は互いに対向して配されて中央に（方形、この場合、正方形）開口２６が形
成された（外形が方形、この場合、正方形の）コア鋼板２５が透磁性材料の第一の対をな
す二つの副鋼板部材２７，２８を有している。一方の副鋼板部材２７は開口２６の三つの
縁部ａ，ｂ，ｃを有し、そのうちの上下方向に延びる二つの縁部ａ，ｃが互いに対向して
位置し、さらに上記副鋼板部材２７は、開口２６の角部からコア鋼板２５の平行な外側縁
部３５，３６へ向け延びる斜接合縁３２，３３を有している。上記コア鋼板２５の他方の
副鋼板部材２８は、上記開口の第四の縁部ｄを有していると共に、開口２６の第四の縁部
ｄの角部からコア鋼板２５の上記外側縁部３５，３６へ延びる斜接合縁３２ａ，３３ａを
有しており、この斜接合縁３２ａ，３３ａが上記一方の副鋼板部材２７の斜接合縁部３２
，３３と接合して一つのコア鋼板２５を形成する。
【００２７】
　第一の対（副鋼板部材２７，２８）と同じ形状で、コア鋼板２５ａを形成する副鋼板部
材２７ａ，２８ａから成る第二の対は、上記第一の対と互いの板面同士が平行な状態で、
該第一の対と接面して配置されているが、この第二の対は第一の対に対して、板面に直角



(6) JP 2008-294435 A 2008.12.4

10

20

30

40

50

な軸線まわりに１８０°回転した形で配置されている（図２（Ｂ）参照）。これに関連し
て、コア鋼板の板面は、通常、電気絶縁材料がコーティング（塗布）されていてコア鋼板
同士が上記コーティングにより絶縁されているということに留意しなければならない。多
くの第一の対そして第二の対が、このように交互に配置されていて、二つの「脚部」３０
，３１を有するトランス用コア２９を形成する（図２（Ｃ）参照）。トランス用コア２９
の組立後に、該トランス用コア２９の一方の脚部３１が巻線あるいはコイル（図３におけ
る符号３２）内を通るように配置される。
【００２８】
　互いに接合されて一つコア鋼板を形成する一対の副鋼板部材の斜接合縁が斜めになって
いるために、傾斜角をもった接合縁同士間のギャップを、コア鋼板内の磁力線が横切るよ
うになる。傾斜角をもって磁力線が横切るようにした発想は、接合縁同士間のギャップに
対して直角に磁力線が貫通する従来のトランス用コアに比較して、改善を可能とする。最
適な傾斜角は、互いに対をなす、コア鋼板積層から成る上下のコア半体が尖端同士が噛み
合って正確に接合する鋭角である。しかし、これは、製造そして組立技術上の理由では実
用的ではなく、４５°前後の角度、もう少し広げると３０°～６０°の間の角度が一般的
である。このような傾斜角をもった接合による改善は次ごとくである。先ず、Ｕ型そして
Ｉ型の副鋼板部材が従来のトランス用コアの場合と同様な方法で交互に積層できる。Ｕ型
からＩ型副鋼板部材へ磁力線からギャップを横切る位置では、このＩ型に隣接して接面す
る副鋼板部材はＵ型であり、従来のトランス用コアの場合、さらに続く副鋼板部材では、
上記位置と同じ位置にギャップを有することがあり、すなわち、トランス用コアの半分だ
けが局部的に接触状態を得られる。磁力線はギャップに関してはできるだけ狭い部分を経
て鋼板部分を通ろうとするので、コア材料で飽和し、それ以上の磁力線は軟鉄を通過でき
ない。残りの磁力線は、高い磁気抵抗をもつギャップを通るようになる。したがって、こ
の遷移（渡り回路）は、トランス用コアの性能を決める重要な要素である。
【００２９】
　しかしながら、本発明のトランス用コアにおいては、接合縁が図１に示すような脚の延
出方向に対して直角となるものでなく、傾斜角をなしている。その結果、コア鋼板積層は
、４５°の角度をもって、副鋼板部材同士が接合するギャップの領域で従来に比し√２倍
の長さをもつので、トランス用コアの効率あるいは性能が向上する。
【００３０】
　図４（Ａ）は、本発明によるトランス用コアがどのように組み立てられるかを示すため
の斜視図である。一方では、副鋼板部材２７ａと２８は、図４（Ａ）で示した中心線Ｃに
対して互いに傾斜する斜接合縁部を有し、図２の場合と同様に、交互に積層そして保持さ
れてパックをなし上記コア半体を形成している。他方、図４（Ａ）に見られる副鋼板部材
２７と２８ａは、図４（Ｂ）の正面図に見られるように、交互に積層そして保持されてパ
ックをなし下部コア半体を形成している。パックをなす上部コア半体と下部コア半体は、
図４（Ｂ）で矢印の方向に、互いに圧接される。圧接されるときに、副鋼板部材２７と２
８そして副鋼板部材２７ａと２８ａは中心線に対して自己センタリングを有する。その結
果、最終的に形成されたトランス用コアでは、二種の副鋼板部材をもつ、隣接して接面せ
るコア鋼板の接合縁は互いに交差する。
【００３１】
　コリオリ管における本発明によるトランス用コアの一般的用途が図５に示されてる。
【００３２】
　コリオリ管３３の一部は、この場合、トランス用コア３５の中央開口３４を貫通してい
る。上記トランス用コアは、本発明による斜接合縁をもつ副鋼板部材で形成されるコア鋼
板を積層して作られて、一次巻線を形成する電線のコイル１３６がトランス用コアの一つ
の脚部に巻回されており、ＡＣ電源に接続されている。該コイル１３６は二次巻線（図５
参照）を形成するコリオリ管１３３にＡＣ電流を誘導する。ここでコリオリ管１３３は二
つの位置３８，３９でクランプされたＵ字状のループ管をなしている。
【００３３】
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　図６（Ａ）は、二つの開口４１，４２と中央脚部４３とを有することにより従来のＥ－
Ｉコア半体を改良したトランス用コアを示す斜視図であり、図６（Ｂ）は正面図である。
ＥＩ型コア半体をもつトランスでは、多くの場合、一次そして二次巻線の両方がＥ型コア
半体の中央脚部に巻回される。これらの巻線は、しばしば、別の（方形）コイル成形器で
巻回される。ＥそしてＩを形成する個々の鋼板部材（副鋼板部材）は、上下に交互に配さ
れてトランス用コアを形成する。横方向にＥ型をなす図６（Ａ），（Ｂ）に示された改善
では、三対の斜接合縁４４，４４ａ；４５，４５ａ；そして４６，４６ａがＥ型とＩ型の
副鋼板部材に形成されている。これら三対の斜接合縁のうちの二つは、互いに平行である
。すなわち、この二つとは、中央脚部４３における対４５，４５ａと両側脚部のうちの一
方における対４４，４４ａである。完成されたトランス用コアでは、二つの副鋼板部材で
形成されるコア鋼板は、図６（Ｂ）に見られるように、どの脚部でも斜接合縁が交差して
いる。図６（Ａ）に示されるトランス用コア４０は、一般のトランス用コアとしての用途
に加え、コリオリ型流量計におけるコリオリ管での電流の誘導のために好適であり、コリ
オリ管では、例えば、一次巻線がコアの中央脚部４３に巻回され、コリオリ管が二つの開
口４１，４２を貫通する閉じた第二ループ（図示せず）を形成する。これは、効率を向上
させることに加え、とりわけ、巻線を外して他の巻線に変更する目的のときにコア４０が
分解容易であるという利点をもたらす。
【００３４】
　図７（Ａ），（Ｂ）は、斜接合縁でコア鋼板積層を分割して形成されたコア半体の他の
二つの形態を示している。図７（Ａ）は、トランス用コアの開口５２の側縁の中央位置か
ら副鋼板部材あるいはコア鋼板積層５５の外側縁５３，５４に向けて延びる斜接合縁での
分割によるものであり、結果として、二つの副鋼板部材５６，５７を形成している。図７
（Ｂ）は、コアの開口５８の隅部から副鋼板部材あるいはコア鋼板積層の両方の隅部へ延
びる斜接合縁での分割によるものであり、結果として、Ｕ字状の副鋼板部材６０とＩ字状
の副鋼板部材６１を形成している。
【００３５】
　図８は、実質的に閉ループをなす（一まわりをなす）流路を形成するようにＵ字状に屈
曲されたコリオリ型ループ検出管２による流量計の特殊な形態（本発明はこれに限定され
ない）を示している。ループ状検出管２は、二つの平行な側管部２ｃ，２ｄを有し、これ
らは一端側で第一連絡管部２ｅそして他端で二つの第二連絡管部２ａ，２ｂで接続されて
いる。二つの第二連絡管部２ａ，２ｂは、これらが側管部２ｃ，２ｄに接続されている側
とは反対側で、流れ媒体のための可撓流入管３と可撓流出管４に接続されている。好まし
くは、ループ状検出管２と流入管３そして流出管４は一つの連続した管の部分をなしてい
る。ループ状検出管２は、全体として、丸みをもつ隅部をもった矩形状をなし、曲げ成形
し易い形状になっている。流入管３は、供給／排出ブロックを経て、供給ライン６に接続
され、流出管４は排出ライン７に接続されている。この形態の流入管３と流出管４は、ル
ープ状検出管２のループ内にあって、取付手段１２によってフレーム１３に取り付けられ
ている。可撓流入管３と流出管４は検出管２のループの一部を形成していないが、フレー
ム１３へのループ状検出管２の可撓性をもった取付に供している。こうして、ループ状検
出管２は、流入管と流出管によって可撓性をもって懸吊されているとみなすことができる
。ループ状検出管２と流入管３そして流出管４は、一つの管材で作られていることが好ま
しい。これは、例えば、ステンレス鋼管で外径が約０．７ｍｍそして壁厚が約０．１ｍｍ
として形成できる。検出管２のループの大きさと管が耐えられる圧力（例えば、１００ｂ
ａｒ）にもよるが、管の外径は、通常、１ｍｍより小さく、壁厚は０．２ｍｍあるいはそ
れ以下である。
【００３６】
　流入管３と流出管４はループ状検出管２の対称主軸線（鉛直方向に延び流入管３と流出
管４の間を通る線）に関して対称でこの対称主軸線に近接して両側に延びており、取付手
段１２、例えばクランピング、鑞接、溶接によって取り付けられている。この取付手段１
２はフレーム１３に取り付けられている。流入管３と流出管４は直接フレーム１３に取り
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付けられていてもよい。
【００３７】
　図８の構造において、対称主軸線（回転の主軸あるいは励起軸線となる）まわりにルー
プ状の検出管２を回転させるための励磁手段は、二箇所で空隙９，１０が形成され、フレ
ーム１３に固定されたマグネットヨーク８を有し、該マグネットヨーク８は永久磁石１９
が設けられており、ループ状の検出管２（上記第二連絡管部）の部分２ａ，２ｂが上記空
隙を通るように延びており、検出管２内へ電流をもたらす手段を有している。これらは、
図８における誘導手段によって検出管２内へ電流を生じせしめるための手段である。永久
磁石マグネットヨーク８は二つの上ヨーク部８ａと８ａ’とを有し、これらは空隙９，１
０によって下ヨーク部８ｂから分離されている。ヨーク部８ａと８ａ’の間には永久磁石
１９が配設されており、その一方の極（Ｎ極）はヨーク部８ａに向いており、他方の極（
Ｓ極）はヨーク部８ａ’の方に向いている。
【００３８】
　二つのトランス用コア１７，１７ａがそれぞれコイル１８ａ，１８ｂを有し、これらの
トランス用コアが側管部２ｃ，２ｄを通っていて、これらのトランス用コアによって、検
出管内に電流が生ずる。コイルは図示のごとくトランス用コアの内側の脚部に巻かれてい
ても、あるいは他の側に巻かれていてもよい。永久磁石ヨーク８の空隙９，１０のそれぞ
れに電流の方向を横切り互いに反対に向く磁界が生ずるが、この磁界と検出管２内に生ず
る（交番）電流との組み合わせが検出管にトルクをもたらし、対称主軸線まわりの振動あ
るいは回転（捩りモード）を始める。
【００３９】
　流れ媒体が検出管内を流れると、検出管は、コリオリ力の影響のもとで、対称主軸線を
横切る応答軸線に関して振動（揺動モード）を始める。作動中、流れ媒体の様子を表わす
連絡管部２ｅの点における正弦波変位が、連絡管部２ｅに近接して配された第一センサ１
１ａそして第二センサ１１ｂを有するコリオリ効果センサによって検知される。第一そし
て第二センサは、対称主軸線と連絡管部２ｅとの交点近くで該対称主軸線の両側に対称的
に配置されている。第三センサ１１ｃが修正の目的に配されていてもよい。センサは、例
えば、電磁型、誘導型、容量型あるいは超音波型とすることができる。しかし、図８の形
態の場合、光学センサが用いられている。ここで用いられている光学センサは、いわゆる
オプトセンサ１１ａ，１１ｂそして１１ｃであり、それぞれフレーム１３に取り付けられ
たＵ字型ハウジングを有し、光源（例えばＬＥＤ）がＵ字の一方の脚部に配置され、感光
セル（例えば、フォトトランジスタ）が他方の脚部で上記光源に対向して配置されている
。連絡管部２ｅあるいは、これに取り付けられた羽根はＵ字状センサハウジングの脚部に
おけるセンサ１１ａと１１ｂの間そして、もし存在すればセンサ１１Ｃとの間を移動可能
となっていて、光源からの光を多かれ少なかれ遮断できる。
【００４０】
　図１から図７までのすべては、コア鋼板積層が接合される方向に平行で開口を通る中心
線に対して副鋼板部材が対称な形態を示した。自己センタリング効果を確保しつつ磁束の
誘導を行える大きな有効斜接合縁長を得る同様の効果は、上記対称性を有しない形態にお
いても達成できる。図９から図１１はこの例を示す。
【００４１】
　図９（Ａ）は、斜接合縁が副鋼板部材の両方の脚部で同じ方向、すなわち平行となって
いる形態を示す。図示の例では、同一形状の副鋼板部材６２ａと６２ｂの斜接合縁ｐ，ｑ
が平行である。この場合の利点は、一つの種類の形状の副鋼板部材でトランス用コアを完
全に構成できるということである。副鋼板部材６２ａと６２ｂとで矩形（正方形）開口を
もった矩形（正方形）コア鋼板を形成する。副鋼板部材６２ａ，６２ｂを対として接合す
ると、この対に対して１８０°回転した状態の副鋼板部材６３ａ，６３ｂの対のコア鋼板
と同一のものが得られる。
【００４２】
　図９（Ｂ）は、副鋼板部材６２ａ等を交互に積層して接合後に得られる、本発明による
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矩形（正方形）トランス用コア６３を形成する、二つのコア鋼板積層（コア半体）を示し
ている。
【００４３】
　図１０（Ａ）は、同一形状のＬ型副鋼板部材６４ａ，６４ｂの対を用いた例を示してお
り、これらの副鋼板部材の斜接合縁ｐ’，ｑ’は一つの直線上に位置している。同一形状
の副鋼板部材６５ａ，６５ｂの対は、上記対副鋼板部材の対６４ａ，６４ｂを９０°回転
することにより得られ、互いに上記斜接合縁にて接合される。この実施形態では、前出の
実施形態の場合よりも、実質的クランプ長が大きい。
【００４４】
　図１０（Ｂ）は、図９（Ｂ）と同様に交互に配置された副鋼板部材６４ａ等の二つの積
層を示し、これらの副鋼板部材は、互いに接合された後に、本発明にしたがい、矩形（方
形）のトランス用コア６６を形成する。Ｌ型の副鋼板部材が正方形でなく長方形を形成す
るときには、斜接合縁同士は平行となる。
【００４５】
　図１１（Ａ）は、互いに接合する斜接合縁ｐ”，ｑ”をもつ二つの副鋼板部材６７ａ，
６７ｂを用いた例を示している。既述の実施形態とは異なり、この実施形態では、形成さ
れるコア鋼板の中心線に対して副鋼板部材は対称とはなっていない。副鋼板部材６７ａ，
６７ｂは、それらの斜接合縁の延長線が、形成されるコア鋼板の中心線上で交わっていな
いので、互いに同一な形状とはなっていない。換言すれば、それぞれの斜接合縁が開口の
縁部と同じレベルでは交差していない。図１１（Ａ）の形態は、副鋼板部材の斜接合縁（
分割縁）の位置と角度の可能性を単に示しただけである。異なる位置で分割される斜接合
縁をもって、コア鋼板を形成するさらに異なる形状のものを用いることも可能である。こ
れによって、斜接合縁長をさらに大きくすることができる。
【００４６】
　図１１（Ｂ）は、互いに接合されて本発明の矩形（方形）トランス用コアを形成するよ
うに交互に配された副鋼板部材６７ａ等の二つの積層であって、図９（Ｂ）そして図１０
（Ｂ）と類似しているものを示している。
【００４７】
　既出の図に示されたコア鋼板は、すべて、矩形もしくは正方形であった。しかし、本発
明の原理とするところは、他のすべてのコア鋼板に同じく適用でき、形に制限はなく、例
えば、円形、楕円形、菱形、不等辺四角形、台形、そして閉じた形状のものすべてに適用
できる。好ましくは、これらの形態すべてにおいて一定した同じ大きさの（矩形の）開口
を有していることである。
【００４８】
　これに関連して、図１２（Ａ）は楕円の開口そして外形を有する楕円のコア鋼板７０の
正面図を示しており、ここでコア鋼板７０は、斜接合縁７１ａ，７２ａと７１ｂ，７２ｂ
（図１２（Ｂ）を参照）によって互いに接合される二つの副鋼板部材７１，７２を有して
いる。これと同一形状の副鋼板部材を１８０°回転して得られる二つの副鋼板部材７３，
７４は接合されてコア鋼板７０を形成しており、斜接合縁は破線（図１２（Ａ）参照）で
示されている。この実施形態では、隣接して接面するコア鋼板同士が互いに補完する斜接
合縁は（コア鋼板の面内では）互いに交差していない。
【００４９】
　この斜接合縁の形態は、他の形のコア鋼板、例えば、矩形、正方形、円形等にも適用可
能である。このことは、以下の図示の例についても言えることである。
【００５０】
　図１３（Ａ）は、斜めに分割された副鋼板部材７６，７７から成る不等辺四角形のコア
鋼板７５の正面図であり、図１３（Ｂ）はかかるコア鋼板７５をもつトランス用コアの組
立を示す斜視図である。このような不等辺四角形をなしている理由で、隣接して接面する
副鋼板部材は、互いに補完し合う斜接合縁が異なる面にある第一そして第二の形式のもの
となる。
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【００５１】
　図１４（Ａ）は、閉じた不規則な形状のコア鋼板を形成する二つの副鋼板部材から成る
該コア鋼板の正面図を示している。
【００５２】
　図１４（Ｂ）はこのようなコア鋼板から成るトランス用コアの組立体を示している。こ
の場合、隣接して接面する副鋼板部材同士の斜接合縁は互いに交差している（図１４（Ａ
）参照）。
【００５３】
　結言として、本発明は、透磁性材料の平坦なコア鋼板を多数積層してトランス用コアを
形成し、各コア鋼板が第一そして第二の副鋼板部材で少なくとも一つの開口を形成してい
る上記トランス用コアに係る。副鋼板部材は、開口の両側に位置してコア鋼板の中心線に
対して傾斜する斜接合縁で互いに接合される。本発明は、また、コリオリ管が上記開口を
貫通していて該コリオリ管に電流を誘導するコリオリ型流量計に用いられるトランス用コ
アにも関している。
【００５４】
　さらには、特に、コア鋼板を交互に積層して得られるトランス用コアの各コア鋼板は斜
接合縁をＵ字状の脚部に有し、隣接して接面せるコア鋼板同士は上記斜接合縁が逆向にな
るように配される。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】従来のトランス用コア及びその部材の斜視図であり、（Ａ）は一対の副鋼板部材
から成る一つのコア鋼板、（Ｂ）は二対のコア鋼板、（Ｃ）はコア鋼板が積層されたトラ
ンス用コアをそれぞれ示す。
【図２】本発明の一実施形態のトランス用コア及びその部材の斜視図であり、（Ａ）は一
対の副鋼板部材から成る一つのコア鋼板、（Ｂ）は二対のコア鋼板、（Ｃ）はコア鋼板が
積層されたトランス用コアをそれぞれ示す。
【図３】電線の巻線が巻回された本発明のトランス用コアを示す斜視図である。
【図４】本発明の一実施形態のトランス用コアを形成するための二つのコア半体の組立過
程を示し、（Ａ）は斜視図、（Ｂ）は正面図である。
【図５】図３の巻線を有するトランス用コアにコリオリ管が組まれた装置を示す図である
。
【図６】二つの開口をもつ他の実施形態のトランス用コアを示し、（Ａ）は斜視図、（Ｂ
）は正面図である。
【図７】さらに他の実施形態としての一つのコア鋼板を形成する一対の副鋼板部材の正面
図で、（Ａ），（Ｂ）は異なる位置で分割されている例をそれぞれ示す。
【図８】コリオリ管に電流を誘導するための本発明による二つのトランス用コアをもった
コリオリ型流量計を示す斜視図である。
【図９】さらに他の実施形態としてのトランス用コアであり、副鋼板部材の二箇所の斜接
合縁が平行な例を示し、（Ａ）は正面図、（Ｂ）は斜視図である。
【図１０】さらに他の実施形態としてのトランス用コアであり、副鋼板部材の二箇所の斜
接合縁が一つの直線上にある例を示し、（Ａ）は正面図、（Ｂ）は斜視図である。
【図１１】さらに他の実施形態としてのトランス用コアであり、副鋼板部材の二箇所の斜
接合縁が非対称に形成されている例を示し、（Ａ）は正面図、（Ｂ）は斜視図である。
【図１２】さらに他の実施形態としてのトランス用コアであり、外形が楕円形をなす例を
示し、（Ａ）は正面図、（Ｂ）は斜視図である。
【図１３】さらに他の実施形態としてのトランス用コアであり、外形が不等辺四角形をな
す例を示し、（Ａ）は正面図、（Ｂ）は斜視図である。
【図１４】さらに他の実施形態としてのトランス用コアであり、外形が不規則な形をなす
例を示し、（Ａ）は正面図、（Ｂ）は斜視図である。
【符号の説明】
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【００５６】
　２１　トランス用コア　　　　　　　　　　　　
　２２　コア鋼板　　　　　　　　　　　　　　　
　２３　コア鋼板　　　　　　　　　　　　　　　
　２４　開口　　　　
　２５，２５ａ　コア鋼板　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　２６　開口　　　　　　　　　　　　　　　　　
　２７，２７ａ　副鋼板部材　　　　　　　　　　
　２８，２８ａ　副鋼板部材　　　　　　　　　　
　２９　トランス用コア　　　　　　　　　　　　
　３０　脚部
　３１　脚部　　　　　　　　　　　　　　　　　
　３２，３２ａ　（斜）接合縁　　　　　　　　　
　３３，３３ａ　（斜）接合縁　　　　　　　　　
　３５　（外側）縁部　　　　　　　　　　　　　
　３６　（外側）縁部　　　　　　　　　　　　　
　４０　トランス用コア　　　　　　　　　　　　
　４１　開口
　４２　開口　　　　　　　　　　　　　　　　　
　４３　中央脚部　　　　　　　　　　　　　　　
　４４，４４ａ　（斜）接合縁　　　　　　　　　
　４５，４５ａ　（斜）接合縁
　４６，４６ａ　（斜）接合縁
　５２　開口
　５３　（外側）縁部
　５４　（外側）縁部
　５５　コア鋼板積層
　５６　副鋼板部材
　５７　副鋼板部材
　５８　開口
　６０　副鋼板部材
　６１　副鋼板部材
　６２ａ，６２ｂ　副鋼板部材　
　６３ａ，６３ｂ　副鋼板部材
　６３　トランス用コア
　６４ａ，６４ｂ　副鋼板部材　
　６５ａ，６５ｂ　副鋼板部材
　６６　トランス用コア
　６７，６７ａ　副鋼板部材

　７０　コア鋼板
　７１ａ，７１ｂ　（斜）接合縁
　７２ａ，７２ｂ　（斜）接合縁
　７５　コア鋼板
　７６　副鋼板部材
　７７　副鋼板部材

　Ｃ　中心線
　ｐ’，ｑ’　（斜）接合縁
　ｐ”，ｑ”　（斜）接合縁
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